
放送コンテンツの海外展開
「これだけは覚えておこう！」

～放送コンテンツの海外展開における
知っておくこと
やってはいけないこと

のご説明～

株式会社電通
２０１６年４月２７日

総務省 九州総合通信局「放送コンテンツセミナー」資料



皆様が
「コンテンツ」の海外展開を

お考えになるにあたり。
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思いつきで企画を進めるのは

日本人だけの視点で
企画を進めるのは

対象国を調べないで
企画を進めるのは

結果がすぐ出ると思い込んで
企画を進めるのは
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Agenda

０、 企画を考える前に

１、 最初に行う事

２、 構想の全体像から考えよう

◆ 目的の確認

◆ 考えるべきこととは？

◆ 具体的なビジネスパターンと作業手順

◆ 必要情報

３、 まとめ
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１、最初に行う事
◆ 目的の確認

目的 ①

・海外に番組を販売したい

目的 ②

・海外での経済効果を誘発する番組
を制作し放映したい

対象市場で好まれる番組は何か？

対象市場で「何が」売れているか？
どういう見せ方をすれば、見込顧客に興味を持ってもらえるか？
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目的 ③

・海外で自治体エリアの売込みを
意図した番組を放映したい

対象市場に「売り込みたいもの（場所）」は決まっている。

どういう見せ方をすれば、見込顧客に興味を持ってもらえるか？

＝ どんな演出をすれば、行きたい・買いたいになるか？
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まちがった目的設定

・総務省から予算がつくから？！

どうして、そこが対象国か？

どうして、その企画内容か？

どうして、その番組演出か？

どうして、その放送局か？
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 海外に番組コンテンツを売り込む

 海外の顧客に「日本～それぞれの
エリア」「日本の産物」を
売り込む

顧客側の目線で
市場の理解をすることから



戦略のための
リサーチ

戦略の
決定

戦術策定
のための
リサーチ

戦術の
決定

実働で
の調整

① 海外におけるコンテンツ事業戦略決定のために必要なもの
⇒ 日本に対する考え方 昨今の状況
⇒ 対象エリアの「メディア」環境 相手先の特性
⇒ 戦略パートナーの有無 開発の方法

③ 実際での制作・交渉ベースで
⇒ 番組内容説明 放送時間・回数交渉・価格
⇒ 制作における構成・演出（共同制作）のルール

② 対象とするエリアでのビジネス戦術決定のために必要なもの
⇒ 視聴者はどんなコンテンツが好きか
⇒ 放送局はどんなコンテンツを作りたがるか
⇒ 視聴者はどんなものを取り扱うことを望むか

（テーマ、商品、扱いのタブーも）

◆考えるべきこととは？
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多くの海外番販事業者は

番組制作段階から
「海外番販」を収支に組込。

番組制作段階から
番組内での戦略露出を組成。

ワールドワイド戦略と
ローカル戦略を意識。
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パターン①

番組放送権販売

パターン③

現地放送局との共同制作

パターン②

現地放送局に対する放送枠交渉と番組制作（持込み）

２、構想の全体像から考えよう
◆ 具体的なビジネスのパターンと作業手順

番組コンテンツを海外対象国で放送するには？
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「放送コンテンツ」の販売が目的ならば、少なくとも買う側の情報確保から始めなければ

相手が実際に「買えるかどうか」さえ解らない。

売り手の発想（プロダクトアウト）でなく、買い手の発想（マーケットイン）が必要。

パターン① 単純な番組放送権販売の場合

対象エリアの国家基礎情報 対日関連情報および、全般のリサーチ作業②

海外番組販売の現在の状況リサーチ作業①

作業手順について

対象エリアの放送局・メディア関連情報作業③

ＭＩＰＴＶ・ＭＩＰｃｏｍ・香港フィルマート・ATF（TIFFCOM)などへの出展作業④

放送関係各社とのアクセスにより、現地放送局への個別交渉作業⑤
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放送局に持ち込むと言っても、どんな番組でもOKというわけではない。

⇒ 先方国の状況により、受け入れやすいコンテンツ

⇒ 先方局の事情により、受け入れたいコンテンツ がある。

パターン② 現地放送局に対する放送枠交渉と番組制作（持込み）

対象エリアの国家基礎情報 対日関連情報および、全般のリサーチ作業②

海外番組販売の現在の状況リサーチ作業①

作業手順について

対象エリアの放送局・メディア関連情報作業③

交渉放送局における番組コンテンツに対する考え方の理解作業⑥

現地の視聴者の傾向などの海外出身者などからヒアリング作業④

現地放送局との放送時間帯・価格交渉作業⑦

番組制作における対象国キャストの利用など、受け入れやすい番組への考慮作業⑤
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海外番組販売の現在の状況リサーチ作業①

日本国内事業者による海外番組輸出市場の規模（2013年度）

＊総務省 情報通信政策研究所 2015年3月報告書による
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海外番組販売の現在の状況リサーチ作業①

放送コンテンツ海外輸出におけるカテゴリーとエリア

＊総務省 情報通信政策研究所 2015年3月報告書による
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海外番組販売の現在の状況リサーチ作業①

番組放送権に限ったカテゴリーとエリア

＊総務省 情報通信政策研究所 2015年3月報告書による
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＊総務省 情報通信政策研究所 2015年3月報告書による

日韓の海外番販比較
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＊総務省 情報通信政策研究所 2015年3月報告書による
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日韓の海外番販比較



＊総務省 情報通信政策研究所 2015年3月報告書による
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日韓の海外番販比較



対象エリアの国家基礎情報 対日関連情報および、全般のリサーチ作業②

対象エリアのそれぞれの国の経済状況（例 ＡＳＥＡＮ諸国）

国名 人口 名目GDP（USD） 一人当たり名目GDP（USD）
実質GDP成長

率
平均年齢

Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
10
か
国

シンガポール 540万人 2,957億 36位 54,775 8位 4.08 37.6

ブルネイ 41万人 162億 111位 39,942 22位 -1.24 28.9

マレーシア 2,962万人 3,124億 35位 10,548 67位 4.67 26.0

タイ 6,823万人 3,871億 29位 5,674 93位 2.87 34.2

インドネシア 2億4,795万人 8,702億 16位 3,509 116位 5.78 29.6

フィリピン 9,748万人 2,720億 41位 2,790 127位 7.16 22.2

ベトナム 8,969万人 1,706億 58位 1,902 135位 5.42 28.2

ラオス 677万人 10億 135位 1,477 145位 8.20 21.5

カンボジア 1,541万人 157億 114位 1,016 158位 7.02 26.8

ミャンマー 6,493万人 564億 75位 869 162位 7.50 28.2

小計 6億1,927万人 2兆3,598億 － 12,017 － －

インド 12億4,334万人 1兆8,710億 10位 1,489 144位 4.35 25.0

合計 18億2,984万人 4兆1,015億 － 11,060 － －

（参考）日本 1億2,734万人 4兆9020億 3位 38,491 24位 1.54 44.7

出典：IMF「World Economic Outlook Databases 2013」、外務省HP、国連世界人口
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出典：弊社独自レポート「有望新興国レポート」（2014年編集）

2020年に先進国入りするには成長産業の育成、グローバル・ハラル市場のハブ、経済格差是正の3つが鍵。

主要ASEAN国（マレーシア）の概括
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出典：弊社独自レポート「有望新興国レポート」（2014年編集）

2019年にタイ・マレーシアに並び2050年かけて高成長する大きな親日市場。日系企業はマニラへの進出を急ぐべし。

主要ASEAN国（フィリピン）の概括



主要放送対象国メディア状況（タイ -1）

タイのメディアリーチは富裕層は新聞・雑誌のリーチが高いのが特徴的。テレビは圧倒的なシェアを誇るChannel 7、有料テレビ増加傾向

メディアリーチ

全体的にテレビのリーチが高いが、A層については、他のクラスと比較しプリントのリーチが高い
のが特徴的。識字率61％ （男性73.4％、女性47.8％）であるため、紙媒体のリーチは男性ターゲッ
トに効果的。

出典：AsiaPacificMarket&MediaFact 2013/Nielsen Adquest Millenium

(%)

テレビ

テレビ保有率は96.6％。番組内容については、報道（ローカルニュース）とローカルドラマが高視聴
率を獲得している。

出典：Nielsen Media  Research、AGB Nielsen 2013

チャンネル名 種類 詳細 ピークタイム

Channel 3 商
業

ドラマ・情報番組・ワイドショー 2030-2245

Channel 7 商
業

ドラマ・スポーツ 2025-2230

Channel 9 国
営

ニュース・ドキュメンタリー 2000-2230

Channel 5 国
営

情報番組・ワイドショー・ゲームショー 2025-2125

TV Thai 国
営

ニュース・国家行事・宗教行事中継 1900-2015

NBT 国
営

ニュース・ドキュメンタリー・教育 1800-2000

ケーブルテレビ/衛星（視聴可能世帯数の推移）

ケーブルテレビは全国・地方合わせて250局を超える放送局がある。
出典：AGB Nielsen Media Research /Y2008 - Y2011 (Jun 11)

Total 7,650 13,661 18,912 22,538
(%) +44% +28% +16% 

1998放送開始。 United 
Broadcasting Corporationが所
有運営する。バンコクに本社を
置く、ケーブルテレビと衛星放
送を運営する最大の事業。

対象エリアの放送局・メディア関連情報作業③
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主要放送対象国メディア状況（タイ -2）
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2014年4月からデジタル放送がスタート。地上デジタル放送移行による新チャンネルは下記の通り。

デジタル放送（チャンネル数の増加）

チャンネル名 種類 詳細

Channel 3 商業 ドラマ・情報番組・ワイドショー

Channel 7 商業 ドラマ・スポーツ

Channel 9 国営 ニュース・ドキュメンタリー

Channel 5 国営 情報番組・ワイドショー・ゲームショー

TV Thai 国営 ニュース・国家行事・宗教行事中継

NBT 国営 ニュース・ドキュメンタリー・教育

これまでの地上波チャンネル

ジャンル チャンネル名

公共放送 Ch.1-12

ファミリー・子供 Ch.13 BEC、Ch.14 MCOT、Ch.15 TV Pool

ニュース Ch.16 TNN、Ch.17 Thai TV、Ch.18 Daily News、Ch.19 Spring News、Ch.20 Bright TV、Ch.21 
Voice TV、Ch.22 Nation

総合 Ch.23 Workpoint、Ch.24 TRUE、Ch.25 Grammy、Ch.26 Nation、Ch.27 RS、Ch.28 BEC、Ch.29 
Mono、Ch.30 MCOT、Ch.31 Grammy、Ch.32 Thairat TV、Ch.33 BEC、Ch.34 Amarin、Ch.35 
BBTV、Ch.36 PPtv

デジタル放送後のチャンネル

デジタル放送開始後の新チャンネル

Nation
(Channel 22)

 ニュースチャンネル
 ニュース80％、その他

20％
 ターゲット：バンコク都市

部在住者

Nation Multimedia Group 
Public Company Limitedが運営。
同グループはタイにおいて2番目
の英字日刊紙を発行したことで
有名（1番目はBangkok Post)。テ
レビ事業以外に、新聞、書籍、雑
誌、ウェブなど、他分野で事業を
行っている。

Nation Channelはニュース、知
識、教育をタイ語および英語で
放映。

New TV
(Channel 18)

 ニュースチャンネル
 ニュースとドキュメンタ

リー80％、その他20％
 ターゲット：バンコク都市

部在住者

Daily Newsはタイにおいて2番
目に売上の高いタイ語日刊紙。
（1番目はTahirath)。2012年に衛
星チャンネルを立ち上げ、2014
年からはデジタル放送［New  
TV］として放送開始。
*Daily Newsから名称変更

TNN 24
(Channel 16)

 ニュースチャンネル
 ターゲット：25歳以上、富

裕層、ビジネス層

TNN 24はTrue Vision会社に
よって運用されている。また、タ
イ外のニュースを提供するロイ
ターやＣＮＮなどの会社と提携を
行い、国際的なニュースを配信
可能にする。

Spring News
(Channel 19)

 ニュースチャンネル
 ニュース70％、その他

30％
 ターゲット：25歳以上

2010年よりChannel11のニュー
ス番組を製作を実施。その後、
独立して2012年に衛星テレビに
おいてニュース番組を設立。

Workpoint Creative TV
(Channel 23)

 総合チャンネル
 エンタ－テイメント80％、

その他20％
 ターゲット：マス対象

Workpoint Entertainment 
Public Company Limitedが運営。
元々テレビの製作会社としてス
タートをして、現在は映画、イベ
ントなどの事業も行っている。

Thairath TV
(Channel 32)

 総合チャンネル
 ニュース50％、エンタ－

テイメント50％
 ターゲット：マス

タイにおいて、最も販売部数の
ある新聞Thairathが運営してい
るチャンネル。



主要放送対象国メディア状況（インドネシア）
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地上波テレビは、上位５局がそれぞれ視聴シェアを10％保持し、商業テレビが圧倒的なシェアを占める。
近年、自然災害の影響を受けにくい衛星放送の加入件数は増加傾向。

市場/メディア概況（テレビ） 2014年年間平均TVチャンネルシェア

テレビカラー方式 PAL

地上デジタル 2017年12月完全移行（予定）

地上放送
公共放送のTVRI（Televisi Republik Indonesia）と商業テレビ10局の計11局が全国に向けて放送しており、
商業局が圧倒的な視聴シェアを占める状態が続く。
RCTI, SCTV, MNCTV, Trans7, Trans TV, Indosiar (IVM), ANTV, Global TV, TV One, Metro TV, TVRI

衛星放送
Indovision、Aora TV、Telkom Visionなどが有料放送を実施。1万以上の島々からなる国土の地形的特徴や、近
年多発している洪水や地震などの災害時に影響を受けにくいこともあり、加入件数は増加傾向。有料テレビの推
定契約者数は140万人、そのうち88％は衛星回線での視聴。

ケーブルテレビ
主要オペレーターは、First Media、IndosatとTelkom Vision。2010年末の契約者数は全体で21万件程度だが、違
法視聴者は正規契約者数の数倍いるものとみられる。視聴可能な地域が首都圏やスラバヤ、バリなど一部に限
られていること、違法視聴が横行していることなどから成長は鈍い。

出典：IMF - World Economic Outlook Databases

出典： (2014 Monthly Average)Nielsen MF 15+ AB

RCTI
14

SCTV
16

ANTV
11IVM

11

METRO
3

TRANS
10

GTV
6

TRANS7
8

TVONE
4

MNCTV
9

上位5局はそれぞれ視聴シェアを10％以上保持している。
ただし放送局のシェアは比較的不安定の傾向がある。

市場/メディア概況（テレビ）

放送局 種別 概要 放送開始年

RCTI 民間 国内初の民間放送局。MNC(国内最大のメディアコングリマリット）が100％所有。 1989年

SCTV 民間
2番目に開局した民間放送局。スラバヤで放送開始して1993年より全国放送開始。
SCM(マルチメディア企業）が所有。主婦層に人気のドラマが多い。

1990年

MNCTV 民間 2005年MNCが買収。歌番組が多い。 1993年

Trans 7 民間 Kompas-GramediaグループとTranscorp companyが所有。スポーツ、芸能に特化。 2001年

Trans TV 民間 Transcorp companyが所有。リアリティショーなど若者に人気。 2001年

Indosiar(IVM) 民間 Salimグループが所有。2004年まで視聴率1位、再度人気が出ている。 2001年

ANTV 民間 2005年香港Star TVが買収。インドネシアサッカー協会と放送権契約を結ぶ。 1993年

Global TV 民間 MNCグループ第3の放送局で子供、ティーンエイジャー向け、MTVを放送。 2001年

TV One 民間 2008年バクリーグループが買収、スポーツ、ニュース、エンターテイメント番組が中心。 2001年

Metro TV 民間 24時間ニュース専門チャンネル。 2001年

TVRI 国営 最大のネットワークをもつ公共放送。2006年より広告が認められる公共放送に変更。 1962年

地上波放送

放送局 概要 放送開始年

Indovision

Skyvision(Global Mediacom所
有）が運営する国内初の有料
テレビ。
契約件数は2012年末で150万
世帯。

1994年

Aora TV
衛星放送プラットフォームの
Karyamegah Adijayaが所有。

2008年

Telecom Vision
通信最大手Telekomの子会社
が運営。

2007年

(%)

衛星放送



「放送コンテンツ」の販売が目的ならば、少なくとも買う側の情報確保から始めなければ

相手が実際に「買えるかどうか」さえ解らない。

売り手の発想（プロダクトアウト）でなく、買い手の発想（マーケットイン）が必要。

パターン① 単純な番組放送権販売の場合

対象エリアの国家基礎情報 対日関連情報および、全般のリサーチ作業②

海外番組販売の現在の状況リサーチ作業①

作業手順について

対象エリアの放送局・メディア関連情報作業③

ＭＩＰＴＶ・ＭＩＰｃｏｍ・香港フィルマートなどへの出展作業④

放送関係各社とのアクセスにより、現地放送局への個別交渉作業⑤
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① 実際、買ってくれるのは？

⇒ 一般的に、メディア先進国では、有料放送チャンネルの方が購入率は高い。

⇒ 地上波に関しては、メディア発展途上国では可能性があるが、主要国は単純購入のハードルが高い

② どんなジャンルが売れるのか？

⇒ 国営放送か、民放かによって違いあり

⇒ アニメは子供向けだけでなく、ある意味、ヤングアダルト向けとしての市場もある

⇒ 最近は、やっとドラマが売れるようになってきたが、ASEANでは、「ゆっくり」とした展開のものは？

⇒ 単発よりシリーズものを好む傾向が高い。（それも多いほど好まれる）

③ どういう手順を踏めばよいのか

⇒ まずは、MIPなどへ出展し、市場の感覚をつかむべき

⇒ 番組販売エージェントなどに委託する手もあるが、手数料が取られるので、自社事業として進めたい事業者には

おすすめしない

⇒ １話を無償で出すなどの交渉も時には必要

⇒ せめて「英語台本」くらいはスタート時に準備が必要

弊社からの経験則による情報

海外での放送権販売について

● 例えば、ASEANでは？
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放送局に持ち込むと言っても、どんな番組でもOKというわけではない。

⇒ 先方国の状況により、受け入れやすいコンテンツ

⇒ 先方局の事情により、受け入れたいコンテンツ がある。

パターン② 現地放送局に対する放送枠交渉と番組制作（持込み）

対象エリアの国家基礎情報 対日関連情報および、全般のリサーチ作業②

海外番組販売の現在の状況リサーチ作業①

作業手順について

対象エリアの放送局・メディア関連情報作業③

交渉放送局における番組コンテンツに対する考え方の理解作業⑥

現地の視聴者の傾向などの海外出身者などからヒアリング作業④

現地放送局との放送時間帯・価格交渉作業⑦

番組制作における対象国キャストの利用など、受け入れやすい番組への考慮作業⑤
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① 実際、持ち込ませてくれるのは？

⇒ 一般的に、メディア先進国の地上波は、かなりハードルが高くなった。

⇒ メディア発展途上国では、地上波にもまだ余裕がある国もあるが、効果が？

⇒ 番組まわりの広告までセットになっていることが多いので、そこも考慮する必要がある。

② 持ち込む番組の受容性について

⇒ 視聴率が取れそうなもの（情報バラエティ）は、民放側では受け入れやすい

⇒ 宗教的な配慮は絶対に必要（要注意）。特にインドネシア、マレーシア。

⇒ 持込みに関しても、一定の番組数を持つシリーズものを好む傾向。

⇒ 現地出身者からの番組に対する視聴傾向ヒアリングは重要。

③ どういう交渉が必要か

⇒ ASEANのメディア先進国では、これまでの慣習から吹っかけてくる可能性が高い

地上波ローカル局であれば、系列キー局やローカル内での知見をもつ局の「つて」を使う事をお勧めする。

⇒ 長期的にコンテンツの供給をしていきたいなど、日本からのつながりを言うのも必要。

弊社からの経験則による情報

海外での番組コンテンツの放送権確保と番組制作（持込み）について

● 例えば、ASEANでは？
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海外放送局との共同制作は、一方的な押し付けでは成立しない

現地放送局にとって、① 放送局のルールの順守

② 現地の視聴者が「見たいと思う」コンテンツの制作 が必要

パターン③ 現地放送局との共同制作

対象エリアの国家基礎情報 対日関連情報および、全般のリサーチ作業①

そもそも「訪日」外国人の状況リサーチ作業③

作業手順について

対象エリアの放送局・メディア関連情報作業②

交渉放送局における番組コンテンツに対する考え方の理解作業⑤

現地の視聴者の傾向などの海外出身者からなどヒアリング作業④

現地放送局との制作スケジュールやキャスティングに関する相談と打ち合わせ作業⑦

現地放送局と制作番組に関する考え方・主旨・権利・OAに関する意見交換作業⑥

現地放送局との制作のおける台本や演出に対する考え方の相談と打ち合わせ作業⑧

ちょっと応用
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訪日外国人旅行者の現状

観光庁の調査によると2014年の訪日外国人数は過去最多の1,341万人で、前年比29.4％の伸長率を記録。

彼らが日本滞在中に使った旅行消費額は、前年比43.3％増の2兆305億円。

支出の内訳は、買い物代が7000億円超と全体の35％程度を占めるほか、宿泊費（約20％）、飲食費（約20％）と続きます。

地域・国別で最も多いのは台湾の283万人。次いで韓国275万人（前年比12％増）、中国の240万人（前年比83％増）。

またビザ要件の緩和により東南アジアからの観光客も急増。

観光庁は「2020年に訪日外国人2千万人」という目標を掲げ、この目標を達成するためには、年間1億人が海外旅行をする「中国を中心としたアジア」

からの観光客がカギを握るとし、訪日旅行促進のためのビジット・ジャパン事業の重点市場を、14か国・地域から20か国・地域に拡大し推進しています。訪

日外国人旅行者を迎える日本国内の「おもてなし」ムードは、ますます熱い高まりを見せていきます。

出典：観光庁訪日外国人消費動向調査2014年年間値（速報）

訪日外国人旅行者の3/4はアジアから。
来訪者数トップ３は、台湾、韓国、中国。

消費額トップ３はアジア（中国、台湾、韓国）。
消費額トップ３のうち、中国の消費は前年の２倍に近い伸び。

訪日外国人旅行者数とその内訳
（2014年/速報）

訪元別旅行消費額
（2014年/速報）

消費額トップ３はアジア（中国、台湾、韓国）。
消費額トップ３のうち、中国の消費は前年の２倍に近い伸び。

訪元別訪日外国人旅行者数
（2014年/速報）

1,340

万人

2014年に訪日外国人旅行者は、過去最高の1340万を突破。

インバウンド収入は1兆9,320億円、対前年比131％の伸びを記録。

そもそも「訪日」外国人の状況リサーチ作業③

31



ASEAN諸国からの訪日外国人旅行客増加のポテンシャルが非常に高い。

海外の訪日経験・意向の相関
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4 中国 77.0

5 シンガポール 64.0

6 ベトナム 59.5

7 インドネシア 56.0

8 タイ 53.5

9 フィリピン 44.5

10 インド 43.5

10 マレーシア 43.5

1 シンガポール 95.0

2 タイ 93.0

3 マレーシア 92.5

3 インドネシア 92.5

3 フィリピン 92.5

6 ベトナム 92.0

7 香港 89.5

8 中国 89.0

8 台湾 89.0

10 インド 88.0

経験あり 意向あり

訪日経験／訪日意向

他の地域に比べ、ASEAN諸国での訪日意向が年々高まっている。

訪日意向

弊社独自調査「ジャパンブランド調査」結果から訪日意向の高まりは、
特にASEAN諸国で前年比10ポイント以上の伸びを見せており、今後の
訪日が見込まれる。

2014年 n=3,600
2013年 n=3,686

訪日経験ランキングでは、香港、韓国、台湾、中国といった東アジア諸国が上位を占めているが、
訪日意向(＝｢1年以内に渡航する予定がある｣と｢日程は決まっていないが、いつか行きたいと思っている｣の合計)ランキングでは
ASEANの6カ国が上位を占めており、今後の訪日客層に変化が生じる可能性が示唆される。

出典：「電通ジャパンブランド調査2014」サマリーレポート

訪日経験と訪日意向のランキングに違い。東南アジアの訪日旅行者数の伸長率、訪日意向が高まっている。

弊社の独自調査「電通ジャパンブランド調査2014」より
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訪日外国人旅行者の事前情報入手経路について

33

訪日旅行前の情報収集手段

旅行業界関連情報元のほか、口コミ、テレビ番組からも情報を収
集
日本投資政策銀行は韓国、北京、上海、台湾、香港、タイ、マレー
シア、インドネシアを対象にインバウンド観光の海外事情調査
（2013年3月発表）を実施。その中で「訪日旅行前の情報収集手
段」については、「テレビ番組」と回答したスコアが高かったのは、
北京若年層（41％）、中年層（43％）、インドネシア若年層（46％）、
中年層（31％）。その他の地域では20%を超える回答があった。

海外旅行前の情報源

弊社独自にムスリム市場向けの自主調査をマレーシア、インドネシア2か国を対象に実施し、海外旅行
前に利用する情報源を調査。
マレーシア、インドネシアのムスリムの３割がTVを事前の情報源としている。
“海外旅行時の情報源”は、全体では｢自国旅行会社の海外情報サイト｣(56.5％)、｢旅行雑誌｣(52.5％)
が5割を超える。 前者は、インドネシアの男性、後者はマレーシアの女性層を中心に高い利用率を示し
ている（6～7割弱）。
マレーシアはインドネシアよりも情報源が多彩であり、特に｢個人ブログ｣、｢宿泊先の予約サイト(自国)｣
といったネット情報の利用が活発。

Q.あなたが海外旅行をする場合に、ご利用になる情報源をお知らせください。<MA>

出典：弊社自主調査※ASEANムスリムインバウンド（訪日意向）調査（2014年3月実施）出典：日本投資政策銀行「地域のビジネスとして発展するインバウンド観光」

海外での訪日旅行前の情報入手手段としてテレビが高い地域は、中国、インドネシア。

その他、タイ、マレーシアでも「テレビ番組」が旅行先決定を後押しする。
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インドネシア全体 (159) 37.1 26.4 12.6 22.6 17.0 28.9 5.7 5.0 60.4 40.9 24.5 27.7 18.2 22.0 14.5 37.7 17.6 46.5 28.9 38.4 24.5 20.1 19.5 32.7 30.2 1.3 - 6.6

男性 (88) 34.1 36.4 15.9 25.0 20.5 30.7 6.8 6.8 68.2 45.5 26.1 27.3 22.7 23.9 19.3 47.7 22.7 53.4 27.3 40.9 27.3 19.3 19.3 38.6 29.5 1.1 - 7.4
女性 (71) 40.8 14.1 8.5 19.7 12.7 26.8 4.2 2.8 50.7 35.2 22.5 28.2 12.7 19.7 8.5 25.4 11.3 38.0 31.0 35.2 21.1 21.1 19.7 25.4 31.0 1.4 - 5.7
あり (80) 41.3 28.7 15.0 22.5 20.0 26.3 3.8 3.8 52.5 38.8 26.3 28.7 18.8 21.3 18.8 42.5 21.3 45.0 23.8 27.5 17.5 11.3 10.0 26.3 22.5 - - 6.1
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① 実際、共同制作というのは、何から始まるのか？

⇒ 過去には、弊社などが海外の放送事業者をABU（アジア太平洋放送連盟）を通じブッキングなどもしていた。

どうしても国営局が多くなるので、制作のテイストが偏りやすい。

⇒ 基本は、それぞれの放送局が放送局の状況を検討し、特定放送局へのアプローチから始まる。

⇒ 民放局へのアプローチをしたい場合、系列局ならば国際部門への仲介依頼や、関連する商社、弊社のような

各局に拠点がある事業会社にアプローチするのも手段といえる。

② 実際の番組制作に関して

・スタートの段階で

⇒ まず、どのような番組を作りたいか、双方で企画の方向性をディスカッションすることが重要

⇒ 日本側としての取材テーマなどわかっているものは、先方に早く提示することが大切。

先方にも早く、企画にあたるものの提示をしてもらい、双方で調整することが円滑に進める第一歩である。

⇒ 特にビジネス要素は、相手先により受け取り方が異なるので、事前の提示が非常に重要。

⇒ 番組のカテゴリーは、先方側の判断が大きく、放送する局で何が受け入れられやすいかはその判断に従う方が良い。

⇒ ドキュメンタリーを作るなら、アジアと欧米では作りのテイストが異なることを理解する必要あり。

弊社からの経験則による情報

海外での番組コンテンツの共同制作について

● 例えば、ASEANでは？
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② 実際の番組制作に関して

・制作段階で

⇒ 国によっては、局としてのプライドが非常に高く、日本にはなじみにくい慣習があったりするが、それは

事前に理解をしておくことが肝要（特に、日本ロケなどがある場合、驚くことも）

⇒ 制作者間での意思疎通のために、現地語なのか英語なのか通訳が常にいる方がよい

⇒ 編集スタイルは、現地放送局それぞれの考え方があり、日本スタイルのゴリ押しは避けた方がよい

⇒ 番組に関する提案・訂正などは、お互いに積極的に受け入れる体制が望ましい

⇒ 特に、キャスティングなどは、日本のタレントを使用するより、現地のタレントを使用した方が注目度は上がる

⇒ フッテージの利用ルートや追撮への対応なども事前に考えておいた方が良い場合もある。

③ 実際のコストや手続きなど

⇒ 翻訳などのローカライズは、海外で頼んだ方が安価の可能性が高いが、それが適切かはチェックする必要あり。

⇒ 事前の費用負担に関して、細かく分担など決めておく必要がある。日本風「どんぶり勘定」は不可。

⇒ 渡航ビザ発行などに思わぬ日数がかかることもあるので、要注意。

⇒ 放送日時などは、決めておいてもちょこちょこ変更があるので、確認と連絡がまめに必要。

弊社からの経験則による情報

海外での番組コンテンツの共同制作について

● 例えば、ASEANでは？
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④ 効果をだすには

・パブリシティ等

⇒ 海外放送局とOA前番宣の準備は、綿密にしておいたほうがよい。

⇒ 番宣用素材などの制作を現地局とどう作るか、予算はどうするかも必要。

⇒ 国によっては、ネットの普及が進んでいるのでそれも利用することを念頭に入れる方が良い。

⇒ 国内でも、情報ワイドなどニュース番組でも取り上げることにより、今後の放送局の新規ビジネス展開の

パブリシティになる可能性もある。

⑤ 事業に関して

⇒ 地方自治体など、インバウンド・アウトバウンドを希望している団体、企業等に対する恒常的なアプローチは必須。

⇒ 自走化を目的とするなら、それぞれの企業・自治体の予算計画時期の把握と速やかなアプローチが必要。

⇒ 海外進出を望む企業にとって、現地でのメディアによるインフォマ―シャル効果は、ASEANなどでは、

まだまだ有効に機能すると考えるので、いかに事例を積み重ねるかが大切である。

⇒ 対象国内で既に事業を進めている企業など（地元出身ならなおよし）へのアプローチも必要。

⇒ 現地展開中の流通や、日系旅行代理店を介して、現地旅行代理店などとの連携も発展性あり

弊社からの経験則による情報

海外での番組コンテンツの共同制作について

● 例えば、ASEANでは？
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総務省の発表した本年度の放送コンテンツ「海外施策」

３、本年の予算から具体的に考えよう



２つのスキームの概要とは？



主にローカルの方々が展開されるものは？

H28年当初予算で執行される「小規模地域型」



「小規模地域型」の補助金概要

半額補助金となったことにより、パートナー選定準備や
自社の事業としての自立的な事業の計画が重要となった。



３、本日のまとめ

① コンテンツの海外展開は
「マーケット・イン」発想が必需

② コンテンツの海外展開は
「展開先国・放送局」の理解から

④ コンテンツの海外展開自走化は
「恒常的な自治体・関連事業者」の接触から

③ コンテンツの海外展開は
「展開先国民の嗜好性」の共有から
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ご清聴ありがとうございました。

＊本件に関するお問い合わせは
㈱電通 ラジオテレビ局 ローカル業務部
橋本 隆 (takashi.hashimoto@dentsu.co.jp)
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